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研究成果の概要（和文）：保育園調査、幼稚園調査、幼稚園・保育園に通園する父親調査、母親

調査、該当園の保育者調査、自治体調査の 5 種類からなる総合的な調査を実施する。その調査

に基づき、母親と父親の子育て意識状況、保育者の保育意識状況、親と保育者との意識のズレ

などを保育園・幼稚園や自治体の状況を踏まえて総合的に分析し、格差社会における子育て支

援における保育者の役割について検討した。 

 

研究成果の概要（英文）：It was conducted several studies such as the research of Nursery 

school and Kindergarten, the research of father and mother of nursery school child and 

kindergartner, the research of nursery school and kindergarten teachers and the research 

on local governments. The results clarified the role of nursery school and kindergarten 

teacher of childe care support in a gap-widening society thorough analyzing the attitude 

of father and mother toward child raring, the attitude of nursery school and kindergarten 

teacher toward child caring, and the gap of consciousness between parents and nursery 

school and kindergarten teacher. 
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科学研究費補助金（「男女共同参画社会を支える
地域子育て支援ネットワークに関する学際的基
礎研究」課題番号14310123）を受けて、母親調査・
父親調査・保育者調査・保育園・幼稚園調査を総
合的に実施した「保育・子育てに関する全国3万
人調査」（以下村山科研第一次調査）の成果と課
題を引き継ぎ、新たに第二次調査を実施すること
にした。 

（２）村山科研第一次調査をふまえ、保育者調査
を深めることや自治体の保育状況等も調査する
ことで総合的な調査分析を深めることを確認し
た。 

（３） 社会的に取り上げられ始めている格差問
題をふまえた子育て意識や子育て支援の検討が
必ずしも十分でないことから、研究対象にするこ
との必要性を確認した。 
 
２．研究の目的 
第二次調査は第一次調査の成果と課題を引き継

ぎ、経年比較を含めた総合的検討を行い、今日の
格差社会状況における、子育て支援のあり方と保
育者の役割について総合的に検討する。             
第 2次調査は次のような内容で実施する。 

① 保育園・幼稚園の保育者調査は第一次調査よ
り対象を広げ、保育者の生活・労働実態及び
意識に関する総合的調査を、保育園・幼稚園
で働く保育者を対象に実施する。 

② 該当する保育園・幼稚園を対象とした施設調
査を実施する 

③ 保育園・幼稚園等の対象施設のある市町村を
対象に、子育て支援の取り組みの実情を把握
する目的で簡便な自治体調査をおこなう。 

④ 父親調査と母親調査については、重要な項目
を中心に経年調査を実施する。 

⑤ 子育て支援の届かない家庭とのつながりにつ
いて、特定地域でのアクションリサーチを実
施する。 

これらの調査を総合的に分析し、地域の子育て支
援の中心的役割を担う保育者の実情や役割、ネッ
トワークのあり方について総合的・学際的に研究
することを目的とする。 
 
3. 研究の方法 
(1）調査の目的と調査項目の作成 
① 保育者調査は、第一次調査を踏まえて、調

査項目の整理と若干の手直しを行い、第一次調査
よりやや詳細な内容とした。調査対象も、第一次
調査の約 2.7倍の 427園（保育園 280園、幼稚園
147 園）を抽出し、保育者数は第一次調査の約 2
倍の 7456人（保育園 5975人、幼稚園 1481人）を
対象に実施した。 
② 母親調査・父親調査については、経年調査と

して位置づけ、前回の調査項目をベースとして、
親の子育ての実情をより深く検討する視点から若
干の手直しを行い、第一次調査対象者の約 6割の
母親、父親を対象にした。 
③格差社会の中での父親・母親の子育て支援ニ

ーズや保育者の生活実態を検討する手がかりを得
るために、母親調査、父親調査、保育者調査につ
いては、所得状況の調査項目を設定した。 
④ 施設調査の項目については、第一次調査項目

をベースにして、クラス別園児数、園長の勤務・
経験年数や職務内容、保護者に対する園の対応、
園運営全般についての意識やニーズなどを追加し
た。 
⑤自治体調査については、保育園・幼稚園等子

育て支援行政の概況、公立保育所運営費の一般財
源化の影響、待機児童問題、障害児保育、児童虐
待問題、次世代育成支援地域行動計画等の状況に
ついて調べることとした。 
(2)調査対象の決定 
「全国市町村要覧（平成 19 年度版）」により人口
50 万以上の自治体（政令市、中核市、東京都特別
区）と人口 30～50 までの自治体及び 10～30 万ま
での自治体を抽出し、各自治体の保育実施事業の
うち類型Ⅰ（延長保育、一時保育、子育て支援）、
類型Ⅱ（延長保育、子育て支援）のどちらかを実
施している自治体を抽出し、調査対象として 147
市町村を抽出した。各自治体から保育園 280園、
幼稚園 147園の 427施設を抽出し、各園に保育者
調査用紙、施設調査用紙を配布した。回収数は 288
施設（回収率 67.4%）父親調査、母親調査につい
ては、第一次調査該当園の 63園に配布し、回収数
は 42 施設（回収率 66.7%）。であった。各調査の
回収数・回収率は下記の表の通りである。 
 
表１ 回収数・率 
 保育園 幼稚園 合計 
施設調査 192 

68.6% 
    96 
65.3% 

    288 
67.4% 

保育者調
査 

3,518 
58.9% 

   835 
56.4% 

4,353 
58.4% 

母親調査 3,055 
47.6% 

1,459 
52.7% 

  4,514 
49.1% 

父親調査 
 

2,447 
38.1% 

1,265 
45.7% 

  3,712 
40.4% 

合計 
 

9,212 
48.2% 

3,655 
51.0% 

 12,867 
49.0% 

自治体調
査 

      66 
 44.9% 

 
４．研究成果 
 1）格差社会における父母の子育て意識 
親の子育て支援にとって、親の仲間関係、園と

の関係、保育者との関係が大きく影響する。本調
査では、この状況を経年調査として実施した。特
に格差社会での状況を分析するために親の年収状
況も調査した。収入が少ない層では、保育園の公
的な行事や父母会の参加、園や地域などの友人と
の日常的交流が少ない傾向みられる。育児不安・
ストレス等については、項目により差が見られる
ものもあった。しかし、収入の少ない母親は保育
者との話し合い頻度が高いという傾向にあります。
詳細な分析は今後の課題ではあるが、このような



 

 

経済状況の違いを考慮した対応が保育者には求め
られている（詳細は神田直子、山本理絵、諏訪き
ぬ 格差社会における乳幼児の父母の子育て意識
（その１）、（その２）日本保育学会第 63 回大会
2010．05）。 
そこで、保育者の状況と役割について、とりわ

け、地域の子育て支援の重要な役割を担っている
保育園の保育士を中心に検討する。 
2）保育者の雇用環境と保育・子育て意識 
（１） 保育者の雇用形態の特徴 

 保育者の雇用形態は表２に示したが、正規職員
の比率（正規率）は幼稚園 8割に対して保育園は
6 割である。保育園公私立別にみると、私立は 6
割強（64%）だが、公立は 6割弱（59%）と低い。
しかもクラス単位の平均でみると正規率はさらに
下がる傾向にある。 
 
表２ 保育者の雇用形態 
 正規 非正規 

Ａ 
非正規 
Ｂ 

パ ー
ト 

そ の
他 

保 62.8% 24.8% 5.1% 4.9% 2.0 

幼 81.2% 10.5% 3.4% 3.4% 1.1 

注）非正規Ａ(以下非正Ａ)は週 5日以上 1日平均
6 時間以上の勤務、非正規Ｂ(以下非正Ｂ)は同 1
日平均 6 時間未満勤務、パートは週 1 日～4 日の
パート職員。 
（２） 保育士の勤務時間と年間総収入 
保育士の平均勤務時間は 40～50 時間未満が最

も多く 5割強（55%）、50～60時間は 2割弱（16%）。
公私立別では、正規保育士では、50～60時間は公
立 7割強、私立 6割だが、50～60時間は公立 2割
弱、私立 2割強、60時間以上は私立は公立より多
く、全体として私立は公立よりやや長い傾向にあ
る（表 3､表 4）。 
 
表３ 保育園保育士の週勤務時間(公立) 
 30 時

間 未

満 

30 ～
40 時

間未 

40 ～
50 時

間未 

50 ～
60 時

間未 

60時
間以

上 

正規 1.3% 7.4% 72.1% 15.8% 2.9% 

非正Ａ 4.1% 32.8% 58.7%  4.1% 0.3% 

非正Ｂ 94.1% 2.9%  2.9%   0  0 

パート 87.2% 10.6%  2.1%   0   0 

その他 72.4% 17.2%  6.9%  3.4%  0 

合計 13.8% 14.6% 59.2% 10.5% 1.8% 

 
表４ 保育園保育士の週勤務時間(私立) 
 30 時

間 未
満 

30 ～
40 時
間未 

40 ～
50 時
間未 

50 ～
60 時
間未 

60時
間以
上 

正規  1.5%  7.8% 60.6% 24.5% 5.6% 

非正Ａ  4.8% 26.1% 57.0% 11.0% 1.0% 

非正Ｂ 81.1% 14.4%  4.5%   0   0 

パート 86.5% 10.3%  1.6% 1.6%  0 

その他 55.0% 15.0% 25.0%  5.0%  0 

合計 11.3% 12.7% 53.5% 18.6% 3.9% 

 
次に年間総収入についてみると、幼保を含めた

全体では 100万円未満約 1割（11%）、100～300万
円未満 5割強（56%）300～400未満 2割弱（17%）
と専門職であるにもかかわらず低賃金構造で支え
られている。公私立別にみると明確な有意差が見
られる（表５、表６）。正規職員並みの労働時間の
非正規Ａは公立で 200万円未満が 7割強を占めて
いる。さらに私立では正規保育士は 300万円未満
が 6 割弱を占め、400 万円以上は 1割強にすぎな
い。非正規Ａも 200万円未満が 8割弱であり、私
立全体で 300万円未満が約 7割を占める。 
 
表５ 保育園保育士の年間総収入(公立) 
 100万

円 未
満 

～ 200
万 円
未満 

～ 300
万 円
未満 

～ 400
万 円
未満 

400万
円 以
上 

正規 1.3% 3.9% 13.0% 17.2% 64.6% 

非正Ａ 5.0% 66.2% 27.5%  1.1% 0.4% 

非正Ｂ 62.7% 28.4%  9.0%   0   0 

パート 87.3% 12.8%   0    0   0 

その他 58.6% 17.2% 20.7%   0 3.4% 

合計 12.2 23.8% 16.4% 10.2% 37.4% 

 
表６ 保育園保育士の年間総収入(私立) 
 100万

円 未
満 

～ 200
万 円
未満 

～ 300
万 円
未満 

～ 400
万 円
未満 

400万
円 以
上 

正規 3.6% 9.5% 42.7% 29.1% 15.2% 

非正Ａ 6.4% 70.8% 21.4%  1.2%  0.2% 

非正Ｂ 45.4% 51.8%  1.8% 0.9%   0 

パート 69.6% 53.6% 29.6%   0  0.8% 

その他 53.6% 34.1%  9.8%  2.4%   0 

合計 10.6% 27.5% 33.0% 19.1%    9.9% 

（３） 休暇取得と仕事の持ち帰り 
 保育士が毎日の休憩時間と有給休暇がどの程度
保障されているかをまとめたのが、表７，表８で
ある。休憩時間及び有給休暇の取得は、勤務時間
の長い正規保育士が最も取得状況が低い。 
 
 表７ 休憩時間の取得の有無（保育園） 
 きちん

と取れ
ている 

ほぼ取
れてい
る 

あまり
取れて
いない 

取れて
いない 

正規 11.5% 33.1% 30.1% 25.2% 
非正Ａ 26.7% 31.5% 25.6% 16.3% 

非正Ｂ 22.2% 35.2% 19.4% 23.1% 
パート 37.3% 22.7% 23.3% 16.7% 
その他 31.8% 31.8% 13.6% 22.7% 
合計 17.2% 32.3% 28.1% 22.4% 
 
 表８ 有給休暇取得の有無（保育園） 
 ほぼ取

りたい
時取れ
る 

あまり
取れて
いない 

ほとん
ど取れ
ていな
い 

有給休
暇制度
がない 



 

 

正規 33.1% 29.5% 36.5% 1.0% 
非正Ａ 50.4% 20.8% 22.3%  6.5% 
非正Ｂ 67.1% 11.0% 7.7% 14.2% 
パート 51.0% 8.1% 13.4% 27.5% 
その他 58.9% 8.9% 14.3% 17.9% 
合計 40.2% 25.2% 30.2% 4.4% 

さらに、保育の日常業務である日案・月案、日
誌や児童票、クラス便りなどの仕事について、正
規保育士の約 8割が家に持ち帰っている（表９）。 
 
表９ 日案・月案など仕事の家への 
       持ち帰りの程度（保育園） 

 よ く
ある 

と き
ど き
ある 

あ ま
り な
い 

全く
ない 

か か
わ っ
て い
ない 

正規 55.3% 25.5% 7.8% 4.1 7.2% 

非正Ａ 33.7% 20.1% 7.6% 8.9 29.7% 

非正Ｂ 12.6% 7.5% 3.8% 3.8 72.3% 

パート 9.0% 3.8% 3.2% 0 84.0% 

その他 11.9% 11.9% 6.8% 3.4 66.1% 

合計 45.0% 22.1% 7.3% 5.1% 20.5% 

 
（４）保育ストレスと保育者の役割 
 以上のように、忙しさに追われていると思える
保育環境の中で、保育士の意識がどのようになっ
ているかをみてみる。 
 保育者の保育ストレスについては第１次調査に
おいても検証してきたが、第 2次調査 
でもほぼ同じような傾向が見られた。特に全体と
して、保育者のストレス反応は第１次より第 2次
の方が高くなっている。（詳細は神谷・戸田・渡邊 
保育者のストレス反応の 2003／2008 年度比較 
日本保育学会 63回大会 2010.05）あらためて正規
保育士と非正規保育士等との勤務形態別にその特
徴を見てみる。 
「ゆとりがないと感じるか」の問いに「よく感

じる」は非正規Ａ2割強、非正規Ｂ約1割なのに、
正規保育士が 4割強と大変高い（表 10）。 
 

表 10 ゆとりがないと感じる（保育園） 
 よ く

感 じ
る 

ときど
き感じ
る 

あまり
感じな
い 

全く感
じない 

正規 44.2% 46.2% 8.9% 0.8% 
非正Ａ 23.0% 51.6% 22.2% 3.1% 
非正Ｂ 9.3% 38.5% 45.3% 6.8% 

パート 6.7% 39.3% 41.7% 12.3% 
その他 21.3% 23.0% 44.3% 11.5% 
合計 35.0% 46.4% 16.1%  2.4% 

 
具体的にその他保育にかかわる身体的・精神的

負担感（保育ストレス感）に関する項目をみても、
正規保育士が最も高く、次いで正規並の労働時間
の非正規Ａの層が高く感じている（表11、12、13）。
短時間勤務の非正規Ｂとパート層との差は歴然と

している。全体として正規保育士のストレスが高
い傾向にあるといえる（詳細は神谷、杉山（奥野）、
戸田、村山、保育園における雇用環境と保育者の
ストレス反応－雇用形態と非正規職員の比率に着
目して、日本労働研究雑誌 第 608号、2011 参
照）。 
しかし、同時に、保育や親からの子どもや育児

に関する相談に対して、全体的に大変積極的姿勢
が見られる。例えば「もっとゆとりを持って保育
にあたりたいと感じること」の問いには、正規保
育士の場合、「よくある」は 6割で「ときどきある」
を含めると 9割強（93%）に達している。また親か
らの相談の有無では正規保育士の約 9割が「ある」
（よくある＋ときどきある）と回答している。「あ
る」と回答した保育士にどのように対応している
かの回答をみると、全体的に積極的対応の意識が
うかがえる。たとえば「できるだけ親の話を聞く
ように心がけている」では「あてはまる」は 8割
強（85%）、「ややあてはまる」は 2割弱（15%）に
達している。また「できるだけ親を励ますように
している」では「あてはまる」5割（50%）、「やや
あてはまる」4割強（42%）と 9割強がそうした対
応をしている。また、相談に関して「他の職員と
一緒に話し合ったり、考えたりする」も「あては
まる」6割強（65%）、「ややあてはまる」3割強（32%）
とほとんどの正規保育士が積極的な対応をしてい
ることが読み取れる。 
 

表 11 保育をしていて、身体の疲れを感じること
（保育園） 
 よくあ

る 
ときど
きある 

あまり
ない 

全 く
ない 

正規 44.3% 44.7% 10.3% 0.7% 
非正Ａ 33.6% 50.9% 14.0% 1.5% 
非正Ｂ 15.2% 54.4% 28.7% 1.8% 
パート 18.5% 48.2% 28.0% 5.4% 
その他 26.6% 40.6% 23.4% 9.4% 
合計 38.6% 46.8% 13.3% 1.4% 

 
表 12 園児にイライラすること（保育園） 
 よくあ

る 
ときど
きある 

あまり
ない 

全 く
ない 

正規 11.0% 48.0% 34.4% 6.6% 
非正Ａ 7.1% 45.8% 38.6% 8.5% 
非正Ｂ 0 32.5% 53.3% 14.2% 
パート 1.2% 28.3% 53.6% 16.9% 
その他 7.7% 23.1% 49.2% 20.0% 
合計 9.0% 45.2% 37.6% 8.2% 
 
表13 忙しく思うように保育ができないと悩むこ
と（保育園） 
 よくあ

る 
ときど
きある 

あまり
ない 

全 く
ない 

正規 30.4% 52.3% 16.6% 0.7% 
非正Ａ 18.5% 52.9% 26.9% 1.6% 

非正Ｂ 4.8% 38.2% 52.1% 4.8% 



 

 

パート 8.7% 37.3% 44.7% 9.3% 
その他 18.0% 29.5% 39.3% 13.1% 
合計 24.9% 50.6% 22.7% 1.8% 

さらに、調査では自分自身にとっての必要な課
題についても聞いている。「親とゆっくり話し合え
る時間」、「保育や子どものことで安心して話ので
きる友人・同僚」、「保育者相互の打ち合わせの時
間」、「保育計画や日誌、児童票、クラス便り、連
絡帳などにあてる時間」いずれもの設問に、自分
自身にとって「必要である」（「とても必要」＋「少
し必要」）が 9割を占めている。 
このように保育士、とりわけ正規保育士は全体

として低賃金で長時間労働のなかで、保育や子育
て支援に積極的な対応が見られるし、子育て支援
の中核的役割を果たしているといえる。 
しかしながら、仕事の継続の意思は必ずしも積

極的ではない。「今の仕事をつづけたいとおもいま
すか」の設問では、「できるだけ長く続けたい」は
非正規Ｂやパートが 6 割弱（約 59%）だが、非正
規Ａは 5割、正規は 5割弱（47%）と低くなってい
る。正規の場合は「時期をみてやめたい」が 3割
弱（27%）「結婚したらやめたい」1割、「子どもが
生まれたらやめたい」1割弱（8%）となっている。
子どもとの関わりの楽しさや保育や子育て支援の
意義や重要性を意識し保育者として自覚している
といえる。しかし「仕事の継続の意思」を高める
（キャリア形成）という点ではことには必ずしも
十分とはいえないように思える。やはり、その背
後には低賃金、長時間労働、保育ストレスといっ
た状況が影響しているのではないかと考えられる。 
 今後の課題は、格差社会における母親、父親の
子育て意識状況を分析しつつ、園の状況や自治体
の子育て支援行政との関連や自由記述の分析や改
善ニーズ等詳細な分析をふまえ、子育て支援のあ
り方と保育者の役割について総合的・構造的な把
握を進めることが求められている。 
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